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書評

秋山道宏『基地社会・沖縄と「島ぐるみ」の運動
―B52撤去運動から県益擁護運動へ』

（2019　八朔社）

勝　俣　　　誠
（PRIME 研究員）

植民地体制下では、人は一キロのパンある
いは一頭のかわいそうな羊のために何でも
やってしまう。。。人間のモノとの、世界との、
歴史との諸関係は、植民地期にあっては、食
べ物との諸関係である。アルジェリアのよう
な抑圧体制下にお いては、植民地化された住
民にとって、生きるとは何らかの価値を具現
化することでも、ひとつの世界の一貫してか
つ豊かな発展のなかに身を置くことでもな
い。生きるとは、死なないことだ。存在する
こととは、生活を維持することだ。

フランツ・ファノン、「地に呪われたる者」、
Les damnés de la terre, Petite collection 
maspéro, 1961年、227ページ、評者訳

沖縄現代史についての様々な記録や著作は、よ
り暴力の少ない世界の在り方を探る平和学の観点
から、私たちに何を教えてくれているのだろう
か？
第 2次大戦後のアジア、アフリカ、南米のいわ

ゆる「南」の地域の人々の自己決定を求める道の
りにささやかながらも触れる機会のあった評者に
とっては、沖縄の現代史とは何よりもまず「植民
地状況からの脱出」への道のりである。
では、現代史における「植民地状況」とはどん

なことか？
それは、政治的、地政学的、経済的、文化的側
面の絡み合った一つの暴力の束、ないし体系の生
む社会現象である。沖縄現代史も評者が見る限り
この植民地状況にある。そしてこの状況はおおむ
ね 3層構造の下で維持・再生産されてきている。
まず世界規模で軍事力を含めた権力とお金を取り
仕切るアメリカ合衆国の世界戦略の次元である。
次にそのアジア・太平洋版で積極的に米国への従
属・忖度関係を通して自らの利益を擁護・拡大し
ようとする日本の意図の次元である。そして最後
に形式的には日本に組み込まれながら、大国米国
と中間国日本という 2つのパワーから 2重の従属
関係を強いられている沖縄の状況が展開する次元
である。沖縄近現代史学者の今は亡き新崎盛暉の
表現によれば、この状況は、第 2次世界大戦後、
勝者として日本の占領者となったアメリカ合衆国
が作り上げた仕組みの下での対米従属的日米関係
によって支えられた「構造的沖縄差別」状況とな
る（1）。
沖縄現代史の専門でもない評者があえて、こう
した言わば国際政治経済論ないし現代政治経済史
からのアプローチで「現代沖縄は植民地状況のも
とにある」という問題設定したのは、このマクロ
的設定によって、他の「南」の地域の人々の自己
決定の希求への運動がたどる様々な軌跡を比較し



―114―

秋山道宏『基地社会・沖縄と「島ぐるみ」の運動―B52撤去運動から県益擁護運動へ』

て、分析・考察を可能にしてくれると思うからで
ある。
こうした評者自身の立ち位置から今回、秋山道

宏による『基地社会・沖縄と「島ぐるみ」の運動
―B52撤去運動から県益擁護運動へ』は 3つの意
味で興味深かった。
すなわち、「島ぐるみ」の運動の記述方法、「イ

モ・ハダシ論」の現代的意味、および 国際関係の
なかの外国基地問題である。

１．「島ぐるみ」の運動の記述方法
総じて、社会現象としての運動の歴史を記述す

ることは容易でない。たとえ、その運動の考察の
時期をＡ時点からＢ時点までと明確に限定して
も、その運動の目指すものはＢ時点で完結しない。
歴史とは実際に起きてしまったコトを記述する知
的営為だとしたら、Ｂ時点の運動における記述は
Ａ時点で始まった運動の結果・結末ということに
なる。しかし、それはあくまでも運動が直面した
時代の課題やその達成阻害要因を記述する行為で
あり、言わば静止画像である。運動が目指した展
望・希求の内実についての評価ではない。社会運
動の歴史を記述することの難しさ・悩ましさはま
さにここから由来する、と言えるだろう。
実のところ、運動の目指したものが運動の対象

時期の終わった時点で実現しなかったり、部分的
にしか実現しなかった場合、それは失敗だったと
か、準備不足だったという事後評価がなされるが、
それ以降の別の時点からは、それに先立ち目指し
た目標・理想なるものは、実は時代を先取りして
いた先駆的価値を有していたという評価を与える
ことが可能になる。また、ある達成目標の準備期
間ないし先行条件として位置づけることも可能に
なったりする。昨日、失敗や敗北とされたコトが、
今日の助走プロセスであったという見方も可能に
なるのである。
かくして、評者が興味深く思ったのは、1965年

から1971年という 7年間に限定した「島ぐるみ」
の運動という社会運動の論じ方である。
著者によれば、「現在進行形の沖縄での基地を
めぐる動きを、より深く理解するため（2）」には
島ぐるみの運動に着目する必要があり、この運動
は、1965年から本格化し、1972年の日本復帰で一
つの結節点を迎えるからである。
この「現在進行形」の反基地運動を、この時期
に絞り込んで、何よりもこの時期におけるコザ市
（現在の沖縄市）と嘉手納村という 2つの自治体
を「地域」として、基地に日々向かい合う住民の
「想い」を社会学的に考察するのが本書の目的で
あると評者は理解した。
著者によれば、この時期の島ぐるみの「想い」
の源泉の特質は、既存の政党に回収（党による組
織的動員）されないもので、また経済利害の大小
（所得・資産による階層化）によっても明確に識
別できるものでもない。著者自身の問いかけによ
れば「沖縄の人びとの『想い』そのものが、どの
ような経済的ないし社会的な関係（構造）のもと
で成り立っているのか（3）」ということになる。
この「想い」とは一体何だろうか。評者はこの
コトバが社会科学の分析・考察の参照ツールとし
て、他の社会現象の記述用語と分節可能にするた
めにどのように構造化しうるかと考えて、当面「想
い」の意味する 3つの側面を思いついた。
第 1に言えることは、場所と時間の絶対性であ
る。この「想い」を生産し、現像化させた時間と
空間に限定された有限の当人のみがその保持者で
あるということである。したがって、この絶対時
間を生きるという体験をした当事者だったからこ
そアクセスできる「何か」である。
次に言えることは、それゆえ生まれる代弁困難
性である。この側面からして、この「想い」の生
成を体験しなかった外部の人々は安易に当事者の
状況分析やその状況からの脱出展望について語り
を許されない（4）。本書の文脈からすれば、この
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外部者とは一義的には沖縄以外の日本国の人々、
前述の新崎氏の表現によれば「ヤマト（5）」の人々
である。このことは、この「想い」を生きたこと
ない観察者、研究者、政治家などがたとえオキナ
ワのことを「想う」などといったところで、「想い」
の保持者ないし当事者にとっては必ずしもその言
説や表明は説得力を持たないということである。
3つ目は、この「想い」のはらむ価値観の上位

規範性である。この「想い」は本書では自分たち
の地域での基地存在の拒否、基地による戦争への
加担に対する拒否という反戦思想に貫かれてい
る。それを支える思想性は、地域を超えて、同じ
ような状況に置かれた人々とも共有できる高位な
価値を有し、普遍的イミをもつことができる。著
者自身、本書の課題設定に際し、「経済開発とい
うテーマだけでなく、保革といった対立関係では
見えてこない、反基地運動の底流にある基地や戦
争への恐怖・拒否感といった『想い』（6）」を研究
するという立ち位置を明示している。
かくして、対象期間 7年の 2つの自治体から検

出されたこの「想い」を起点とした「島ぐるみ」
の運動記述は植民地状況に置かれた地域にやがて
限りなくナショナルな性格を付与する決定的契機
になったのではないかと評者には思われた。

２．イモ・ハダシ論の現代的意味について
本書における「イモ・ハダシ論」とは第 3章の

「B52撤去運動と生活／生存（生命）をめぐる『島
ぐるみ』の運動」において主として論じられてい
る。著者によれば、イモ・ハダシ論は1968年 7 月
のアンガー高等弁務官の主張に始まり、その後、
沖縄自民党総裁の西銘順治による嘉手納村長選挙
での応援演説により顕在化する（7）。　この米軍
占領下の沖縄自民党総裁は、基地がなくなると「戦
前のようにイモを食い、ハダシで歩く生活に逆戻
りする（8）」と沖縄の米軍基地の存在によってこ
そその貧しさは回避できるという沖縄の貧困を強

調する論であった。著者は選挙前後におけるこの
論議をB52撤去運動論などを追って、「生活」、「生
命」というコトバから分析する。そしてこの時期
の状況分析に際し、「単純に『保守＝生活重視』
や『革新＝基地反対重視』という構図をなぞり、
イモ・ハダシ論にいたる議論を基地容認のイデオ
ロギーとして性格づけるだけで、はたして十分で
あろうか。（中略。。。）『貧しさ』への危機感・不
安感を伴いつつも『大切にすべき生活とはなにか』
という問いをめぐり、常に緊張関係をはらむもの
であったと言える（9）」と括る。
評者はこの論議の展開記述に関してとりわけ興
味を持った。確かに、この時期のイモ・ハダシ論
は選挙戦にあっては各陣営の日々の多様な妥協・
対立点の表出によって一筋縄でクリアーカットで
は提示しにくい。また、総じて政治とはできるこ
との妥協のアートで、争点ぼかしのため、故意に
複雑化・総花化（例えば、みんな仲良く共栄共存）
することもありうる。しかし、「植民地状況」と
いう大局的状況設定からすると、イモ・ハダシ論
は植民地状況のもとでは常に一方では、窮乏化現
象として現れる生存に不可欠なモノの欠如と他方
では、自らの尊厳を支えるココロの否定という 2
つの側面を有する。モノのみに注目すると困窮状
況に追い込まれた「原住民」への援助と雇用を通
した経済的利得の重要性を前面に出す経済開発論
や近代化論となる。植民地支配とはその露骨な様
態においては冒頭に挙げたアルジェリア独立前夜
のように住民を極貧に追い込み、生き残ることし
か選択の余地を与えないところにその体制の暴力
性を露呈する。援助と雇用は植民地支配側が自ら
の存在を正当化するために都合のいい説得材料で
ある。それに対してココロに注目する後者は植民
地状況のはらむ非人間性、自己決定のはく奪を重
視する脱植民地論ないし「もうひとつの世界論」
として展開される。このイモ・ハダシ論も両者の
間に生まれる緊張関係として把握できないだろう
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か。
この問いを考えてみるに際し、念頭に浮かんだ

最近の事例として、評者が立ち会うことのあった
2018年11月のフランス植民地のニューカレドニア
の独立を問う島の住民投票における争点が挙げら
れる。独立の賛否に対する各党の主張の論点は必
ずしも同一でないが、やや単純化を覚悟でまとめ
ると、フランス共和国内残留派の独立窮乏化論と
独立賛成派の「島の想い」論との間のせめぎあい
である。
フランス共和国内残留派は選挙戦にあたり、毎

年フランス本国がニューカレドニアに給付する膨
大な補助金（予算 1億5000フランパシフィック）
や質の高い本国並み国民皆保険や老齢年金などが
独立によってなくなっていいのかという生活水準
の切り下げと経済的危機の可能性を強調した。こ
れに対して独立賛成派は、島の経済の 8割を10大
家族が独占できる不公平な税制度を是正すると
いった経済的要求以上に、植民地状況に終止符を
打てるニューカレドニアの先住民の享受できる
「自由」や「主権」を前面に出した（10）。
なぜ経済的恩恵よりも政治的次元で語られる

「自由」「主権」なのか。
本書での当時のイモ・ハダシ論は著者によれば

政治的帰結が相反する 2つの記述がなされる。一
つは遅れた地域の未来は米国や日本の先進国の経
済的繁栄ないし生活水準に見いだされるという
「食べなければならない（11）」という沖縄の「貧し
さ」を強調する沖縄後進国論である。したがって
この経済発展に取り残されず、いずれ追いつくた
めには当面、基地や雇用を擁護して、生活を守る
という帰結が生まれる。もうひとつは1968年11月
19日嘉手納村とコザ市の境界付近に墜落した米国
の爆撃機Ｂ52爆発事故についての村議会で顕在化
する「爆発事故によって喚起された戦争への恐怖
（12）」に由来するイモ・ハダシ論である。この論
は経済的な豊かさを強調する基地容認論を否定す

る。本書ではさらに沖縄タイムスの声欄に登場す
る恐怖感以外によるイモ・ハダシ窮乏化論の否定
論が紹介される。1968年11月21日に沖縄タイムス
に掲載された読者投稿コラムでの基地の恐怖を目
にしては「イモを食べるほどの貧しさに陥っても
基地はいらない（13）」というＢ52撤去論を紹介し、
Ｂ52（ないし基地）の撤去こそが逆に「生活を守
る」という論理の前景化である。
このイモ・ハダシ論の紆余曲折を追っているう
ちに、評者がさらに興味深く思ったのは、イモ・
ハダシ論の現代的意味である。すなわち、イモと
ハダシ、さらには米国の高等弁務官によれば魚が
加わる（14）「貧困」の記述は果たして「貧困」の
具体例として現代でも意味をもつかという文化的
アイデンティティーからの問いである。ニューカ
レドニアの脱植民地化論に戻るが、何回かこの島
を訪れているうちに、先住民の伝統的生活様式を
否定することが果たして「自立」や「発展」につ
ながることなのかわからなくなった。すなわち、
ある時から近代化論ないし現行の経済開発論にお
ける貨幣的所得の大小による世界の序列化に疑問
を感じ出したのである。ニューカレドニアの村落
に行けば、ハダシの先住民カナク人に普通に出会
えるし、これらの日々の伝統的主食はヤムイモで
ある（15）。イモとハダシの生活ではなぜいけない
のか（16）。この問いは時代的には限定された範囲
の沖縄イモ・ハダシ論に啓発された評者による先
住民の「主権回復」とはどんなことかを考える「主
権」獲得の内実ないし文化的次元からの考察であ
り、評者自身にとって「南」の豊かさとは何かと
いう課題でもある（17）。

３．国際関係のなかの外国基地問題
平和学とは、より暴力の少ない世界を実現する
ために諸暴力の様態を分析・考察し、研究し、そ
の知見を平和運動や平和学に活用することを目的
とするならば、外国基地による占領下の「南」の
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地域の現代史から何を学び取れるのであろうか。
本書は繰り返す如く占領下の沖縄の東アジア最大
の米国空軍基地のある嘉手納とコザを中心に展開
した島ぐるみの社会運動を1972年の日本復帰に先
立つ 7年間のみを分析・考察対象としている。し
たがって、そこから平和学からの国際政治経済の
在り方を探る明示的な知見を探るのは容易ではな
い。それどころか、著者自身このミクロ的社会運
動分析から直ちにマクロ展望を示唆したり、提示
したりすることに極めて自制的にふるまっている
ように見える。にもかかわらず、評者からすると
本書の社会学からの「沖縄の心のもつヒダの複雑
さ（18）」の記述から浮かび上がるのは、高度な自
治にせよ、独立にせよ、基地なき沖縄の未来は沖
縄の主権問題を避けて通れないだろうという点で
ある。本書での「島ぐるみ」の運動はやがて「オー
ル沖縄」とも表現される民族の自己決定に不可欠
なナショナルな集団的感情（自分たちのクニ意識）
の形成史ないし脱植民地化の準備プロセスとして
読むことができる。そしてその際には米国がいま
だアジア・太平洋において維持しようとしている
覇権的秩序をどのような域内の平和共存秩序構想
によって代替させていくかが問われるであろう。
日米安全保障体制下の最大かつ最前線の役割を課
せられている沖縄の植民地状況の分析・考察から
どのようなもう一つのより人間的な、より暴力の
少ない世界の在り方ないし文法を生み出していく
かの問いである。既出の新崎盛暉はこの問いを進
行中の 辺野古新基地建設阻止という社会運動に結
び付けて、次のように植民地状況脱出策を明示し
ている。「辺野古新基地建設阻止の闘いは、戦後
70年、軍事的な意味での『太平洋の要石』として
の役割を押し付けられてきた沖縄が、構造的沖縄
差別を打ち破り、自らを、平和な文化的経済的交
流の要石に転換させるための『自己決定権』の行
使にほかならない。（19）」そしてこの「自己決定権」
の行使の具体的形態は、当面、高度な自治から完

全独立まで様々考えられ（20）、領土ナショナリズ
ムの争いに巻き込まれないように東アジア、そし
てさらにはインド・太平洋の地政学的平和共存の
文脈の中で探られていくのだろう。さらには、
1955年のアジア・アフリカ会議（バンドン会議）
の精神を継いだ非同盟運動のような「南」の自立
を担保する国際連帯運動についての考察・再評価
も不可欠であろう。
確かに地域と時期がかなり狭く限定された本書
における社会運動の記述からはその運動のマクロ
的背景ないし国際的契機は明示されないし、その
解明を課題としていない。しかし、本書から見え
てくる、時代の抑圧に対して闘った何よりも沖縄
の地域住民の日々の生命、生活、想いはこの自己
決定権の歴史的根拠を照らしてくれる。

むすびにかえて
以上、社会学の手法で描かれた嘉手納とコザと
いう 2つの地域を対象として 7年という時期限定
の社会運動史について、現在も「植民地状況の沖
縄」という評者の立ち位置から読み解いてみた。
本書から伝わってきたのは「想い」の記述は著者
自身の「想い」とも重なる。また新崎盛暉が晩年
に一般書として執筆した沖縄現代史が何よりも評
者を含めた日本人を念頭に置いて、「日本が惰性
的対米従属の仕組みから離脱することに主体的責
任を感じ、行動すべきではないのか。まさに、『日
本にとって沖縄とは何か』が問われているのであ
る。（21）」と結んでいるように、沖縄問題は日本問
題に他ならない。大魚が中魚を喰い、中魚が小魚
を喰う、という現行の暴力的世界秩序の中で、中
間従属国に甘んじている日本で生産される知性に
対する警鐘とも読める。こうしてみると本書は評
者にとって「植民地状況」解読をめぐる日本の知
識人のありようを問う一冊とも思えた（22）。
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